
平成22年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

部局名 企画部

課室名 企画調整課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名

目
的

統計法に基づく指定統計調査を国からの委託により実施する
対
象

市民

事務事業名称

2 5 2 96 頁 基幹統計調査費 基幹統計調査事業

臨／経 事　業　名 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳
評価

事
業
概
要

　基幹統計調査事業・・・統計法に基づく指定統計調査を、国からの委託により実施する

　【平成22年度実施事業】

　○平成22年国勢調査
　
　○2010世界農林業センサス
　
　○平成22年工業統計調査
　
　○平成22年度学校基本調査

  ○経済センサス（調査区管理）

16,351 581 3臨時 平成22年国勢調査
指導員   33名
調査員 242名 報酬 17,073 16,932

国・県支出金 市債 その他 一般

臨時 2010世界農林業センサス
消耗品費

需用費 54

163 3 3経常 平成22年工業統計調査
調査員　8名

報酬 213 166

64 63 1 3

経常 平成22年度学校基本調査
消耗品費

需用費 37

3臨時
経済センサス（調査区管
理）

未実施
需用費 50 0

37 37 3

585計 17,427 17,199 16,614 0 0



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２０～Ｈ２２（決算額）、Ｈ２３（予算現額） ６．H24年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

ｃ ｄ

数値 100%

活
動
指
標

指標 a
未回収調査票に係る指
導員・職員の督促率

数値 目標 100%

ｂ
市報への調査別掲載回
数

成
果
指
標

指標名 調査票の回収率 目
標
年
度

H27

指標の設定理由

総合計画／後期基本計画における重点施策（7-1-1-2）情報公開を積極的に推
進するためには、全調査票を回収し、正確な統計データを得ることが大前提で
あるため

単位 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

調査票の回収率 ％
98.0 ％ 98.0 ％

成果指標名 単位 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 活動指標名

目標 2回 目標 目標

％ 100 ％ 100 ％

98.0 ％ 98.0 ％ 95.0

95.0 ％
a

未回収調査票
に係る指導員・
職員の督促率

％
100

％ 100.0

2 回 3 回

100.0 ％ 100.0 ％ 150.0 ％

％ 100.0 ％ 100.0 ％

b
市報への調
査別掲載回
数

回
2 回

ｄ

高齢化による調査員不足が懸念される。
個人情報保護意識の高まりから、調査困難な事象が従来に比べて増
えて来ている

課題
c

17,199 1,971
前年並

うち経常経費 276 391 203 38

登録統計調査員制度を活用し、若年層の新規調査員の掘り起こしを
積極的に行う
被調査者の理解を得るための広報活動を行う

決 算 額 （千円）
Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ 方向性

5,000 11,351

対応（改善点等）

一般財源 27 154 585 60

理由

県　　費 4,973 11,197 16,614 1,911

統計法第２条等により、引き続
き行政機関を経由して調査を
実施するため

市　　債

国　　費

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
統計法第２条及びその他根拠法によ
り、行政機関を経由して調査すること
とされているため

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 3
調査結果は、国・県・市町村で行う行
政の基礎資料として利用されるほか、
幅広い分野で利用されているため

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
政策立案の過程においても、現状の
把握・分析は必要不可欠であるため

事業費に係る人件費 3,396 3,413 5,256 1,720

うち経常 27 154 3

財
源
内
訳

そ の 他

事業の方向性 評価内容

継続 法令による事務

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
全調査票を回収するためには、未回収の
調査票を、指導員又は市職員が督促活動
することが適切な手段であるため

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 回収率が９割以上に達しているため
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